








































【連 絡 先 】




市場 と競争の原理 を基 に したNPM型 の行政改革:は、「教育特 区」構想 のように教育分野、
ことに初等 中等教育分野にも導入 され ようとい う動きが見 られ る。 こ うした改革 は公 立学
校 を効率的に高い付加価値 の教育サー ビスの供給機 関に変革 しよ うとしている。ここで は、
こ うした行政改革が、初等 ・中等教育の学校を どう組織変革 しよ うと考 えてい るのかにつ
いて組織論的に考 えてみたい2。
今 日の行財政改革は、民間経営の発想や手法を公的部門に移転す るこ とによ り、公的サ
ー ビス供給のメカニズムの効率化や革新を図ろ うとしている。 そ うした行政サー ビスの改
革 の考え方は、NewPublicManagement(NPM)といわれている。新制度学派経済学を基本
理論 として、民営化 を通 じて市場 と競争の原理を公 的サー ビス分野 に導入 して、 より効率
的なサー ビス供給体制を設計 し、それ に向けて改革 しよ うとしている。 こ うした改革 は、
英米 においては1970年代末の新保守主義政権 で始 められたが、90年代 での政権交代後 も
その改革 の流れは続いてい る。ただ、英 国では1997年のブ レア労働党政権以降は、市場だ
けではな く地域の意思決定 も取 り込む面 を強めたPublicPrivatePartnership(PPP)とい
う新 たな政策枠組 に変 えてきている(IPPR,2001)。PPPは、地域において公的機関、民間
企業やNPO、 地域住民のパー トナ._シップを形成 して、単なる低 コス ト追求だけではな
く高付加価値化 を追求す る枠組 となっている。
こ うした考え方 の改革は、英米だけではなく 日本 において も 「教育特区」構想 な どとい
った形で、従来 、民営化 にな じみづ らい とされた初等 中等教育 の領域 にも広が ってきてい
る。 こ うした背景 としては、教育ニーズの多様化や教育問題の深刻化 があるだ ろ う。そ こ
で公立学校やそこにいる教員が必ず しも教育二._ズに合った教育サー ビスや求 められ る問
題 の解決 を提供 していないのではないか とい う社会 の率直な疑問が広がってきた ことがあ
る。そ して、そ うした疑念 に乗 って、財政危機下にある政府や公的サー ビスを事業領域に
したい企業やNPOが 民営化的な教育改革を進 めよ うとしてい る。
そ してNPM理 論 に基づ く教育行政改革で学校に組織変革が求め られ ているが、それは
どのよ うな ものであるのかが、組織論においても興味深い検討課題 となってきている。N
PM型 の行政改革 は、行政サー ビス機 関が、住民(国 民)の ニーズを常に検討 して、それ
にふ さわ しいサー ビス を効率的に提供す るメカニズムを持つよ うに組織変革す ることを行
うとしてい る。 これは、教 育分野 も考 え方 は似てい る。公立学校が、多様化す る教育ニー
ズや複雑化す る教育問題に対応 して、求め られ てい る教育サー ビスや 問題解決能力 をマー
ケテ ィングし、従来のものを効率的に供給 した り、新たに求め られているもの を新規開発
1なお、この調査研 究は、2001-2003年文部省科学研究費補助金 ・基盤研究(B)「 教育行
財政にお けるニュー ・パブ リック ・マネ ジメン トの理論 と実践 に関す る比較研究」(宮腰英
一 ・東北大学大学院教育学研 究科教授 ・代表)で の2002年の英国調査、2001年の広 島県
調査の一部 を用いている。
2この事例調査 をま とめるにあたっては、宮腰英一氏 、菊地彰氏(共に東北大学)、JeanShaoul
氏(UniversityofManchester,)、立岡浩氏(花 園大学)、澤野由紀子氏(国 立教育政策研究所)
か らの研究討論でのご示唆 は大変有益 であったので、ここで感 謝 したい。
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した りす るに組織変革 しよ うと考 えられている。 これは、組織論的に見 ると、公立学校 を
「学習す る組織」 に組織変革 しよ うとしているこ とを意味 してお り興味深い。
具体的に組織論的には、PPPの 改革の下では学校 に対 して組織変革 として、教育サー
ビスの効率化や 開発について次の ような こと行お うとしている と見 られ る。まず①上か ら
のエ ンパ ワーメン トを行 うために地域の公的部 門 と私的部門 との問でのパー トナー シップ
の形成 、②学校 に必要 なエ ンパ ワーメン トの実施 とアカ ウンタ ビリテ ィの要求、③生涯学
習時代 に合わせた教師のプ ロフェ ッシ ョン性 の見直 し、④組織変革 に対応 した校長の リー





教育分野 での行政改革、具体的 には公的教育部門での民営化志 向の改革は、公立学校に
対 して、地域や社会のニーズをマーケテ ィングして、求め られ てい るサー ビスを提供でき
るように組織変革す ることを目標 としてい る。
教育分野 でのNPM型 の行財政改革 はい くつかの社会背景がある。政府は、少子高齢化
の進展を受 けて教育分野への財政支出に制約 を強め、公 的サー ビスの改革を民間にある程
度任せた形で進 めよ うと考 えてい る。そ して初等 中等教育機 関は、生涯学習社会に対応 も
含 めて、教育ニーズの多様化や教育問題 の深刻化 に効率的に対応する ことが期待 されてい
る。だが、公立学校の多 くはマーケテ ィングに基づいた新たなサー ビスや問題解決手陵の
改善や 開発 に高い能力を持ってい るとはいえなかった。そ うした問題点 を捉 えて、民営化
の機会 を利用 して、企業は新 たな収益源 として、NPOは 新たな事業領域 として公的教育
部 門に進 出 しようと窺 っている。そのためには、教育機 関が地域や社会の求 めている教育
ニーズをマーケテ ィングして、それ に対応 した最適なサー ビスを開発 し、合理的なコス ト
で供給 出来 るようになることが求め られてい る。
NPM理 論による行財政改革は、財政制約の下での顧客ニー ズに対応 したよ り効率的な
公的サー ビス供給 を目標 としてい る(大住1999:36)。理論的には、新制度学派経済学、特
に取引費用理論 に基づ くNewPublicManagement(NPM)理論に依拠 してい る(大住,1999:
第3章)。NPM理 論 に基づ く改革 は、公的サー ビスの供給主体 を従来 の公的機 関への独 占
を前提 とせず、 あらゆる民営化の可能性 を検討す る。そ して市場 と競争の原理を公的サ.__.
ビス分野に導入を図 り、 よ り合理 的な コス トで最適な内容 の公的サー ビスを供給できる仕
組みができ るよ うに公的部 門の改革 を図ろ うとしている。その考え方 に基づき、公的部門
3こ の英国における初等中等教育での教育改革 と組織変革 の英国や欧州 での調査は
、宮腰
英一東北大学大学院教育学研究科教授 と共 に2002年9,月27日か ら10,月3日にか けて行っ
た。 なお、 この現地調査 で訪問 した機 関にっいては、後 ろの付表1を 参考 にされたい。
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の経営に、①競争原理 の導入、②企画機能 の集権化 と執行単位への執行権限委譲、③業績
目標 による管理の導入を進 める。そのための公的部 門にマネジメン ト・サイクルす なわち
計画→執行→評価 のサイ クルの導入を行 う。公的サー ビス供給組織の経営管理で もこれに
合 わせた変革が行 うとしてい る。
教育分野 でのNPM型 改革 の流れで あるPPPに よる英 国の改革 を見 る場合に も他 の
部門 と同様 の学校経営の改革がおいてみ られる。まず、学校経営への民間活力 とマネ ジメ
ン ト・サイクルの導入を行い、学校経営での経営能力 について革新 を図るためにエンパ ワ
ーメン トを行 うとともに、その業績 について評価を行お うとしている。 さらに、そ うした
学校経営のエ ンパ ワー メン トは、学校 と政府 、地方政府の教育管理機 関、地域住民、民間
企業・NPOの 間での公 的・私的部門の間での 「パ._._トナーシッFプ」、PublicPrivatePa血ership
を特に地域で形成 して行われている(Lissauer&Robinson(eds.),2000)。いわば、地域 の教
育ニーズや教育問題 に対応す るために、関連す る組織の間で 「戦略的提携」を基盤に展 開
して行 っている。
そ して、 こ うしたパー トナ._シップを通 じて、教育分野でのサー ビス活動に広い範囲の
民間企業やNPOの 参入や 関与が行 われ てい る。こうした教育民営化 の動きに対応 した 「教
育 ビジネス」の制度化が進 んで きてい る(Fitz&Beers2002)。具体的な形態 としては、規制
緩和 による民間の参入、官民のパー トナ._._シップ、PFI(PrivateFinancialIntiative)、民
間企業による公的教育機関の経営代行、教育バ ウチ ャーの導入 な どである。そ して民営化
の急激な進展は、民間経営の発想や手法を公的教育機関に導入す る主体 として、教育経営
組織(EducationManagementOrganizations)と呼ばれ る民間の企業やNPOが 促進 している
(Fitz&Beers2002)。それ は、公的教育に対す る経営改革のコンサルティングやそれ に伴 う
ア ウ トソー シングを主に ビジネス として引き受け るもので、民営化改革以降が急成長 して
いる。そ してこれ らは、学校の組織変革 を手掛 けて もい る。
日本 においても、公的教育分野でのNPM型 の改革が見 られ るよ うになった。教育分野
への民間機 関参入 、民間人校長登用、PFIの 導入 、経営コンサル タンテ ィングサー ビス
の利用 などが試み られている。けれ ども、 日本でのNPM的 改革 に関 しては、制度変更に
ついてのみ注 目され 、サー ビス開発 を行 う 「学習す る組織」 としての学校の組織変革を検
討するこ とは余 り重視 され ていない。従 って、NPM型 の改革が どの ような組織変革 を必
要 とす るかや 、それに伴 う改革の有効性 の違いについて議論 される必要がある。
2.2英 国での行政改革 と学校経営
まず、NPM理 論に基づ く教育分野での行政改革 は、 どのよ うに展開 して きたのか政策
的な流れで概括 してみたい。主 として英語圏の先進 国において1980年代以 降展開 している
ものの、1990年代での保守政権か らの政権交代か ら、その改革の方向性 には変化 が見ちれ
る。その点 を英 国での流れで見てみたい。
NPM型 の行政改革 は、 「サ ッチ ャ リズム」 といわれ るように、1979年のサ ッチ ャー保
守党政権 によ りその展開が始まった。それ は、極度 の財政悪化 に対応 して、福祉 国家的な
「大 きな政府」を リス トラするた めに、公 的サー ビス部 門の規制緩和 と解体、民間参入を
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進 めた。そのために市場 と競争の原理を導入 して、民間の企業や団体の参入を促進 し、そ
の供給 の代替 を図った。そ こでの公的サー ビス活動 の原則 は、ValueforMoney原則すなわ
ち低 コス ト調達が最大の原則で あった(Rouse,1999)。こ うしたサ ッチ ャーの改革 は英国
の財政だけではな く経済の建て直 しにも貢献 した。
けれ ども、単なる低価格原則 は、1990年代 に入る と、その限界を認識 され るようになる。
英国は周知 の通 り、1990年代では欧州連合において も平均 国民所得はスペインに追い上げ
られるほどに中位 に甘ん じてお り、英国 自体の競争力 を上げるために社会的イ ンフラを高
度化す るために、単に安 いだ けの公的サー ビスでの選択 メカニズムでは限界 がある、む し
ろ質すなわち価値 の高い ものを どう供給 させるかが問題 となって くる。
こうした意識に対応 したのが1997年に成 立 したブ レア率いる新労働党政権のPPPと
い う政策枠組であった。まずサ._ビス活動の原則の転換を行い、最大価値(BestValue)原
則 す な わち適切 な費用 で最 も高い 質のサ ー ビス の提供 を 目標 とす る ものに変 わった4
(Rouse,1999)。そ して実際の市場が、条件 によっては必ず しも住民の求 めるサー ビスの
質を実現す る情報 メカニズム として機能す る とは限 らない。そ こで、地域でのパー トナー
シ ップを形成 して地域での住民のサー ビスニーズをマーケティングす る仕組みの形成 も政
策化 した。 これがPPPで ある。そ こでは、地方 自治体が、戦略形成 と改革 リ._._ダーシ ッ
プに果たす 中心的役割 を重視 している。
教育分野で も、NPM的 施策は保守党政権か ら新労働党政権 まで継承 されているものサ
ー ビスの質 に対す る見方の転換は見 られ る。両者 に共通す るのは、国家は基本的な政策や
制度の枠組 を立案 ・策定することに専念 し、具体的な業務 においては規制緩和 を経て民間
の企業 ・団体に出来 るだけ参入 させよ うとしている。保守党政権 においては、教育改革 は、
競争原理の導入 を図る と共に、国家の介入 を強化 して、教育サー ビスの 「品質保証」を図
るもので あった(大 田2002)。具体的 には、1988年教育改革法で教育の 自由化 と国家標準
の制定 を行 い、教育カ リキュラムの全国標準制定、全国テス トの実施 、OFSTED(Officefor
StandardsinEducation:全国学校評価委員会)な どの検査制度の強化 を行 った。 ここでは、
民間参入の分野を広 げて競争を させ コス ト削減をはかると共に、教育の 「品質」を保証 し
よ うとする ものであった。それ に対 して、新労働 党政権では、引き続 きNPMに 基づいた
改革 を取る ものの、それ は競争 による費用削減ではなく 「教育水準向上」戦略 に転換 して
い る(窪 田2001)。具体的には、1998年学校の水準 と枠組 に関す る法律:を策定 して、地方
教育 当局の役割を重視 し、改善プ ログラムの支援 を行 う施策に している。む しろ多様 なニ
ーズ に応 え られ る教育の質の向上を狙 っている。 ただ国家介入 は引き続き重視 してい る。
こ うしたNPMに 基づ く教育分野での民営化志 向の展 開は、具体的にそれ を担 う教育 ビ
ジネスやそれに関連す る民間の企業、団体 も発展 させてきた。 こ うした民間の企業 ・団体
4教 育 コ ンサル テ ィ ング企 業N
ordAngliaEducationPlc.やBristolのPFIプロジ ェ ク トな
どの教 育 民 営化 関係 の担 当者 は、私 た ち の2002年10.月の英 国調 査 にお いて実 際 に こ の
ValueforMoney原則 か らBestValue原則 へ の転 換 が サー ビスの 企 画 開発 にお い て大 き な変
化 を もた ら した と指摘 して い る。
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は、一般 に英国で1980年代以降の行財政改革 の展開を支 える公的部門の 「サポー ト・サ 「ー.
ビス産業」として重視 されてきた。その産業全体の成長は著 しく、英国では1000億円市場
に達す る(『日本経済新 聞』2002年10,月25日)。さらに経済 のグローバル化の流れは、こ
うした民営化 ノウハ ウの国際貿易の展 開につ なが ろうとしている。GArTウル グアイ ラウ
ン ドでの合意以降、 こ うした公的セ クターへのコンサルティングやサポー トのサー ビスの
ビジネス ・モデル の輸出は、貿易 自由化の交渉対象事項に入れ られてお り、英米な どの先
進 国か ら 日本な どへ の輸 出が検討 されてい る。
2.3教 育経営組織による学校経営の ビジネス化
PPPの もとで、NPM型 の教育行政改革 を行 うにしても、民営化の原則 のために中央 ・
地方政府が政策 ・制度の立案者及び管理者 に原則的 にとどま らざるを得ない以上、誰が実
際にそれを推進す るのかが大 きな問題である。つ ま り誰がNPM型 の改革 の下での学校経
営の改革やそれ に伴 う組織変革の ノウハ ウを蓄積 し、改革の遂行 を支援するのかである。
それは、教育 ビジネスの発展 と共に成長 してきた教育経営の コンサルテ ィングや業務 支援
を行 う企業、NPOな どの 「教育経営組織(EducationManagementOrganizations)」である
(Fitz&Beers,2002)0
教育経営組 織 とは、教育分 野で公 的セ クターのサ ポー ト・ビジネスを行 う企業や 団体を
総称 してい る。Fitz&Beers(2002)によれば、教育経営組織 とは、公的教育の実施や その経
営の代行を専門 とす る営利 ・非営利 の教育経営の企 業 ・団体である。具体的には公 的教育
セ クターの学校経営の コンサルテ ィングや業務支援 、アウ トソーシングを行 う企業 ・団体
である。営利企業では、米 国においては、Edison、英国においては、CambridgeEducation
Associates、NordAngliaEducationPlc、SercoQAAがある(表1参 照)。非営利 団体では、
CentrefbrBritishTeachers(CfBT)や各種のEducationTrustなどがあ る。 こうした企業 ・団体
が 「教育 ビジネスの制度化 」をすす めてい る(Fitz&Beers2002)。
具体的 に、教育経営組織 の営利企業が行 ってい る事業分野は規制緩和に伴い参入分野が
拡大す るに従 って拡がってきてい る。それ は大き く分けて二っ ある。一つには、学校経営
にお ける補助的サ._ビスの事業分野であ り、施設管理、人事管理(給 与計算な ど)、経理業
務、教職員の研修業務 な どを業務 コンサルテ ィングす ると共に、ア ウ トソー シングされて
いる。また、学校監査 な どのア ウ トソーシングの引き受 けも行 っている。二つ 目と しては、
最近拡がって きた分野で公的教育機 関の経営全体 の コンサルティングや委託(「乗 っ取 り」
に よる経営代行)が ある。 こ うした企業は、本社 は基本的に管理 のための最小人員 しかお
らず、多 くのプ ロジェク トはプロジェク ト毎に独 立 コンサル タン トを雇用 してい る。そ う
した人材 のプール になってい るのは、早期退職制度 で四十～五十代で退職 した校長資格保
有者達である。 こ うした人材の背景には、近年 の年金制度 の改革で退職後 に再び教育関連
の仕事 を求める校長経験者が増えた ことがある5。
5こ れ はNordAngliaEducationPlc.での2002年10月2日 の イ ン タ ビ ュ ー で 、同 社 上 級 コ ン
サ ル タ ン トDavidSmith氏か ら の 指 摘 に よ る 。
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表1英 国での教育経営組織の主要な民間企業、NPOの 例
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.擁:.,
NordAnglia営 利 英 国 私 立 学 狡 経 営 ・人 員:)983弔8¢k聰yな どで
Educ謡OhPIC.教 育 募 野 経 営 ・ニ ン サ ・発 上 鯖660万 の 問 題 の'"校
ル テ ィング サ ー ビス ポ ン ドぐ01)やL.....J4乗っ取
り
※ 註1:資 料 出 所:"Schools:ProfitsfbrtheTaking,"Oct.282002,availablefromhttp:
〃www.cix.co.uk/～丘izinghall/privatisation/information/privatising.pdfやDun&Bradstreet
CompanyProfileDatabaseなど。
※ 註2:規 模 に 関 して は 、SercoQAAやCAEは 本 社 管 理 業 務 の 正 社 員 の み の よ うに 、プ ロ
ジ ェ ク ト組 織 に雇 用 され て い る 契 約 ス タ ッ フ は 含 ま れ な い 。 け れ ど も 、NordAnglia
Educationや他 の 企 業 は 含 ん で い る。
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【事例1】 代表的な教育経営企業NordAngliaEducationPlc.6
この企業 は、英 国チェシャー州 に本社 を置 く教育サー ビス企業 グルー プで、1987年創
設 の代表的な教育経営企業である。持株 会社本社は、上場 している。2001年の規模 とし
ては、売上高6660万ポン ドであ り、契約 してい る社員全体は1983人である(NordAnglia
EducationPlc.,2001)。事業は、① もとも と行 っていたインターナ シ ョナル ・ス クールな
どの学校経営事業 と、②近年教育民営化に伴い拡大 している公 的教育関連のア ウ トソー
シング事業で ある。後者 は、教育政策 の変化 によ り拡大 してきてお り、学校事務の代行
業務 か ら、研 修 事 業 の外 注 、 近 年 問題 校 や 問題 を持 つ 地 方 教 育 当 局 の経 営 代 行
(OutsourcedLEA)など行ってい る。経営代行の具体 的プ ロジェク トとして著名 なのは、
HackneyLEA,SundhillLEAがある。 これ らの事業 も基本的に、独立系の教育 コンサル タ
ン トをプ ロジェク ト組織毎 に期間契約 して行ってい る。
2.4PPPで の教育民営化と学校改革
そ して、教育経営組織 は、具体的に学校組織 に対す る改革で何 をや っているかを次 に見
てみたい。先行す る幾つかの議論(Fitz&Beers,2002;Hollowayetal.,1999)などや英国での
現地調査での情報 を基に検討 したい。
既 に述べたよ うに1997年以降のブ レア労働党政権 において も教育分野での民間企業導
入を進 めて、積極 的な 「公的部 門改革」を進 めている。教育分野での公的機 関、民間企業、
地域の住民やNPOの 間でPPP(PublicPrivatePamtership)を形成 して こ うした教育改革
を行ってい る。そ こでは、最大価値(ベ ス ト・バ リュー)原 則 に基づ き、コス ト削減だけ
ではな く教育の質の向上に役立つ ような付加価値 の高いサー ビスの提供するや り方 を求め
るよ うに している。
その改革は、地域 のパー トナーシ ップ とい う組織間枠組 を改革単位 に している。これは、
地方教育当局(LEA)を 焦点 にして、EMOと いわれ る教育経営 コンサルテ ィングの企
業 ・団体や学校 、NPO、 地域住民の地域教育フォー ラムである。そ してそこでは地域の
教育水準 向上のための地域の学校改革戦略が策定 され、必要な企業や 団体、NPOと の提
携 によ り実際の改革事業 の枠組が形成、事業が実行 され る。ただ、実際には改革 ノウハ ウ
を蓄積 してい る教育経営組織(EMO)が 主導 している。学校 では、教師は教育サー ビス
の専門家に特化す ることを期待 され、施設管理や事務業務 な どの補助的サー ビスだけでな
く新たな教育サー ビス開発 にっいて も外部機 関の委託や支援 を積極的に受 ける ような改革
が行 われてい る。そ して、国に属す るOFSTEDによる定期的な立ち入 り検査に より学校教
育の水準についての調査や評価 が行われ、問題校や問題地方教育当局 にっいては是正のた
めの強制介入がな され る場合 もある。
PPPと い う組織 間枠組 のもとでの、民営化志 向の学校 改革 のスキームには4っ がある
(Fitz&Beers2002)。それ らは①業務外注、②狭義 のPublicPrivatePa血ership、③PFI
6デ ー タ はN ordAngliaEducationPlc.(2001)やDun&BradstreetCompanyProfileDatabaseよ
り。
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(PrivateFinancialInitiative)、④問題 である学校や地方教育当局の 「乗 っ取 り」(経営権取
得)で ある。 この4っ の中で教育経営組織が果た してい る役割を考 えてみたい。
(1)業務外注
業務外注は、強制公 開入札を行い、学校や教育部門の業務 の外注を拡大す ることである。
基本的 には施設管理や給与計算 な どの学校経営の補助的業務分野が外注 されてい るが、近
年 は地方教育 当局全体の業務が外注 され る例 もでてきている。教育経 営組織 は、そ もそ も
業務外注か ら事業 をは じめ、拡大 してきた経緯がある。
【事 例2】NordAngliaEducationPlc社の業務 外 注 受託 例(NordAngliaEducakonPlc.2001)
① 地 方教 育 当局 の経営 業務 包 括 委託 契約(Outsourced:LEA):ロン ドン市Westminster
地 方教 育 当 局
② 教 育関 連 サー ビス の委託 供 給 契約:職 業 教育 、施設 管理 、学校 監 査 委託
③ 後方 事務 サー ビス の代行:給 与計 算 、経 理業 務
(2)狭 義 のPPP
これ は、 民 間企 業 の公 的教 育 へ の投 資 を進 め るパ ー トナ ー シ ップ で あ る(Fiz&Beers,
2002)。教 育経 営組 織 はパ ー トナー シ ップ ・ス キー ム の管理 や運 営 に対 して コンサル テ ィ ン
グ活 動 等 で 関与す る場 合 が あ る。 具 体 的 にはCityTechnologyCollege構想 や 、Educational
ActionZone(EAZ:教育 特 区)政策 で 見 られ る。 後者 で は、EAZの 運 営 に 当た る地域 フ ォー
ラムEAZForumは教 育 関係 者 、企 業 、地 域代 表 か ら構成 され る。英 国全 土で2000年で73EAZ
が あ り、最 初 の25地 区 に政府 が75万 ポ ン ド、企 業 が25万 ポ ン ドの投 資 を行 って い る。
具体 的 には 、 コ ン ピュー タ ・通 信 企 業が イ ンター ネ ッ ト環 境 を提 供 してい る例 が ある。
(3)PFIス キー ム
これ は 民 間企業 が主導 して公 的 教 育施 設 の資 金 計画 ・建 設 ・管理 を行 う委託 事 業ス キー
ム で ある(Fiz&Beers,2002)。これ は校 舎 や施 設 の新 築 や 立て替…え の事 業で用 い られ てい る。
教 育 経 営組 織 は 、 こ うしたPFIス キー ム の実施 主 体 に加 わ っ た り、 コンサル テ ィン グを
行 って い る。
【事例3】 ブ リス トル市のPFIス キーム7
ブ リス トル市では、2005年完成 をめ どに した中学校4校 の校 舎建替事業 と施設管理業
務 をPFIス キームを用いて外部委託 し、事業化 している。 これ は、民間企業が資金計
画を立て、30年契約 の施設管理サー ビス供給委託契約 を結び建 設費用を償却す るもので
ある。学校施設 の場合 には、資金や建設の計画だけではなく施設管理サー ビスや施設 を
利用 した新規サー ビスの提案 と供給能力が、事業者 の選定 に当たって重視 されてお り、
告示か ら竣工まで5年 間の長期にわた り、審査 も2段 階で3年 間にわたってい る。
7デ ー タ は
、2002年10.月1日 に行 っ たBristolLEA,PFITeamのGordonClements氏との イ
ン タ ビ ュ ー と収 集 資 料 に よ る 。
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(4)問題地方教育当局の乗 っ取 り
「乗 っ取 り(Takeover)」は 、評価 ・監 査 で不 合格(failing)と奪 った学校 、地方 教 育 当局
の うちの一部についてその経営権を政府 の介入の下 に民間企業 に対 して公 開入札を行い、
その取得 と経営代行を行 うスキームである。近年開始 されたもので、SercoQAA社やNord
AngliaEducationPlc.社な どの有力な教育経 営組織 は、こ うした 「乗 っ取 り」スキームに応
じよ うとしている。
【事例4】 ブラッ ドフォー ドでの地方教育 当局乗 っ取 りとEducationBradford社創設8
ブラ ッ ドフォー ドは多 民族地域で あるた めの教育問題 を抱 えた教育水準 の低い地域で
ある。OFSTEDは、当地の地方教育 当局の教育活動の業績 を低いもの として2000年に2
回 目の不合格(failing)認定 を行 った。 中央政府は、2001年に公 開入札による地方教育 当
局の民間企業へ の経営移管(乗 っ取 り)を 決定 して、2002年か らの10年契約 で民営化移
管す るこ ととなった。公開入札の結果、SercoQAA社が乗 っ取 ることとなった。SercoQAA
社は、別の場所 に 「乗 っ取 り」 を行 う子会社EducationBradford社(EB社)を創設 して、
地方教育 当局の全業務 を引 き継いだ。SercoQAA社は、地方教育 当局の上級管理者 を更迭
して、新た にBlackb㎜の地方 教育 当局で改革型 リ.___ダー シ ップを発 揮 していたMark
Pattison氏を高給でヘ ッ ドハ ンティングして経営陣を一新 して、職員全体 を公務員か ら民間
従業員へ と身分を変 えて引継 いだ。こうしたEB社 は、一応 、地方政府、民間企業、学校 、
地域住民な どか ら形成 された地域組織 間パー トナ.__.シップ 「ブ ラッ ドフォー ド戦略的教育
パー トナー シ ップ」を上位組織 として責任を負い、教育再生戦略プランを策定 し、バー ト
ナーシップの承認や評価 を受 けながら地域教育システムの管理運営 を行 っている。EB社
の事業収入 は、①業務委託費用、②地域の学校への共同サー ビス(経理業務 な ど)の提供、.




そ して次 に組織論的 な関心か らこ うしたPPPの 下での教育民営化が学校 にとって ど
』の ような組織への変革なのであろ うか。その点 を検討 してみたい。
既 に述べた よ うに学校 の組織変革が 目指 してい るものは、地域社会の教育ニーズにあっ
た教育サー ビスの開発が行 える組織 メカニズムを持っ 「学習す る組織」への変革である と
捉 えることが出来 る。最大価値(ベ ス トバ リュー)原 則は、単なるコス トダウンだけでは
なく、公 的教育機 関に対 して も教育サー ビスの質の改善や 向上 させ る活動を期待 してい る。∫
グローバル化 ・情報化 の中で急激 に変化 し多様化す る教育ニーズを分析 して、求 め られ る
『8ここでの デ
憎 タは 、2002年10.月3日に行 ったEducationBradford社MarkPattiosn氏とめ
イ ン タ ビュー及 び 同時 に収集 した 同社 資料 に よる。
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教育サー ビスを開発 できる問題解決型組織への変革がPPPに おいては期待 されてい るO
PPP下 での組織変革 は、基本的には4つ の方 向性 を持 ってい ると思われる。それは、
まず①学校 を 「学習す る組織」に変革するた めの組織間枠組で ある地域パー トナーシ ップ
の形成、② それ を通 じて教育経営組織が主導す る上か らのエンパ ワー メン ト、③学校 での
教育の核 に限定 しようとす る教員 のプ ロフェッシ ョン性の見直 し、④校長 に期待 され る組
織変革型 リーダーシ ップの形成である。 こ うした組織変革の性格について次に順次見て行
こ う。
まず、組織間枠組であるパー トナーシップが、PPPで は学校が 「学習す る組織」へ と
変革 され る枠組 みである。NPM下 での行政改革は、公的セ クターへの組織 にマネジメン
ト・サイ クル(計画→執行→評価)を導入す ることで、経営 の効率化 を図ろ うとしていた。
まず公的セ クター の組織がその公的サー ビス事業の活動を住民のニーズへの適合や コス ト
とい う観点 で評価 されるこ とや その結果に対 して住民や利害関係者に 自ら説 明責任(ア カ
ウンタビリテ ィ)を 持っこ とを求 めてい る。そ して、評価 を通 じて、サー ビス活動が適切
か どうかを判断 し、組織が業務 の仕方 を常に考 え直す 「学習す る組織」 となることが期待
されている。
組織学習 は、①漸次的に展開される改善活動のよ うな 「シングル ・ループ学習」 と、②
ラデ ィカルに組織活動 を変化 させ る 「ダブル ・ループ学習」 の二つに分かれる(Argyris&
Schone,1978)。PPP下での学校 の組織変革は、業績評価 を受 けて二っの変化 が期待 され
る。他 の供給組織 との間で市場競争 の結果、まず① 「シングル ・ループ学習」を行い、ル
図1地 域での教育に関する公私パー トナーシップ(PPP)と
エンパ ワーメン ト
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一テ ィン的には コス ト削減 を図る。それだ けではな く② 「ダブル ・ループ学習」を行い、
新 たな付加価値 を生み出せ るサー ビスの新たなモデルや供給方法を革新的に開発す ること
が期待 されてい る。
そ して、PPPス キームは、市場競争 のみをモデル とす る旧いNPMと 異な り、こ うし
た学校の学習す る組織への転換を地域の官民のパー トナーシ ップ とい う組織間枠組 を改革
単位 に して展開 しようとしてい る。(図1)これ は、地方教育 当局(LEA)を 焦点に して、
学校、民間企業、NPO、 地域住民の間で形成 され る地域教育 フォ.___ラムで ある。これ は、
教育水準向上戦略の策定を行い、学校 に改革の方 向性 を与 えなが ら、組織 間の提携 を用い
てニーズに対応 した教育サー ビスを改善 ・開発す るものに変 えよ うとしている。
3.2上 か らのエンパワー メン トとプロフェッシ ョンの見直 し
第二 に、学校 自体をサー ビスの改良や開発が出来 る 「学習す る組織」に変革するた めに、
組織 間のパー トナーシップは、学校組織 にエ ンパ ワーメン トを行 う。
「エ ンパ ワー メン ト」 とは、組織のパ フォーマ ンスを上げるために成員 に権 限委譲 を行
うことである(Spreitzerl996)。っ ま り問題解決方法 を開発できるよ うに能力や資源、 ノウ
ハ ウを外部か ら成員に付与す ることが行われ る。エ ンパ ワーメン トは、官僚制の下で受動
的な心理 を持 った成員達を組織 に強 く関与 させるアプ ローチで行われ る。それは二つの次
元で展 開す る。 まず①認知的次元では、知識の習得 と組織活動貢献についての理解 を向上
させ る。次 に②動機付 けの次元では、成員への内的動機付 けを行い、組織へ の信頼 とコミ
ッ トメン トとを上昇 させ る。つ ま りエ ンパ ワーメン トは教員たちを学校組織 に深 く関与 さ
せ よ うとす ることか ら始 める。教員達 を脱官僚化 して学校組織 に強 く関与 させ、学校の問
題 を 「自分たちの」の問題 として理解 させ る。そ して問題解決 による高度な心理的報酬を
理解 し、新たに共有 した権限、情報、ノウハ ウを共有 し利用 して意思決定や 問題解決 に主
体的 に強い影響 を与 えられ るように行動転換す る。
この ように、エ ンパ ワーメン トは教員達を主体的なサー ビスの改善 と開発 に結 びつける
ために行 われ る。そ して教育経営組織 は、 このよ うなエ ンパ ワーメン トによる変革 を主導
し、情報や ノウハ ウを学校 に供給する役割 を果た してい る。その意味ではこのエ ンパ ワー
メン トは学校 にとって 「上か ら」の ものである。
第三に、こ うしたエ ンパ ワーメン トに合 うように、教師のプロフェッシ ョン性(専 門性)
もより動 的な性質 を持つ ものへ と見直 されてきてい る。Nixonetal(1997)は、新た に求 めら
れ てい る教師の専 門性を 「学習す る専門家(LearningProfession)」と呼んでい る。
これは、つま り教師に社会の価値観 の多元化 と生涯学習の進展への積極的対応 を求めた
専門職像 である。 旧来の専 門職 がその専門的知識 の高い保有 に社会 における正統性 を得て
いたが、近年の 「知識の陳腐化」 の早 さはこ うした正統性 を動揺 させている。 そ して、教
師の専門性 が転換 している とNixonetal(1997)は考 えている。つま りクライアン ト間の多
元的な価値 を前提 に、 あるこ とにっいての学習 にっいて合意形成を行い、 自らそれを学習
し続 ける存在 に転換 してい る と考 えている。
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3.3校 長に求め られる組織変革型 リー ダーシップ
第四に、学習す る組織である学校 を率い る校長 もまた、新たな経営環境 に対応 してエ ン
パ ワー メン トを行 う組織変革 を行 うリー ダーシップを持っ ことが求 められている。PPP
下での実際の英国の改革 でも、校長の研修や資格認 定でもこ うした方向性が見 られる。
具体的には1997年に開始 され た初等 中等教育機 関に対 しての新たな国家校長資格NP
QH(NationalProfessionalQualificationforHeadship)にも、校長は経営管理者 として組織管理
能力 をもち、組織変革型 リー ダー シップ を持っべき との観点は明確 に示 されている。NP
QHはNGOで あ る 国立 学 校 指 導 者 研 修 学 校(NCSL:NarionalCollegefbrSchool
Leadership)がその内容 の策定、研修、資格認定を行 う。NCSLも 、中央政府、地方教育
当局、教育 関係者 、NPO、 教育経営組織 の提携 したパー トナー シップで作 られている。
事業 としては①学校経営 リーダー シップ開発 の研修 、資格認定、②オンライン研修 、③研
究を行ってい る。
そ して、NPQHで 目指 され る校長職の要件では、学校経営を戦略的に展開 し、外部資
源 を用いて効果的に変革す る能力が求 められている。NCSL資 料に よれば具体的にその






4.日 本の学校改革へのイ ンプ リケーシ ョン
4.1日 本の学校経営 と組織変革
最後にこ うした英国でのPPP下 での学校 の組織変革 が 日本 の改革 に どうい う意味 を持
つかを考 えてみたい。特 に教育二._ズに応 える教育サー ビスの多様性 と質の向上である。
既に述べた ように、学校へ の組 織変革ニーズは、全国一律の教育体制への反省や地域や
時代のニーズにあった教育サー ビスの供給 の要求 と民間の企業 ・NPOからの公 的サー ビス
分野への参入の働 きかけか らでてきている。そこで は、教育サー ビス開発 のた めの問題解
決能力 と関係者へのアカ ウンタビ リテ ィを高 めるこ とが求め られている。そのために、学
校経営に民間か らの経営手法の移転 を積極的 に行 うよ うな様 々な改革が試み られ てい る。
例 えば、東京 、埼玉、広島、大阪、奈良な どでの民間人か ら校長登用 、教育施設建設への
PFI(東 京都 調布市 など)、経営 コンサル タン ト機 関(産 業能率大学)に よる経営能力研
修(三 重県)で ある。 さらには教育特区論議の中で批判が多い ものの、教育分野への包括
的な規制緩 和 と民間企業参入が検討 されてい る。
この中で、 日本の学校での組織変革を考 えるために、代表的 な民間人校長の採用 を考え
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てみよ う。そのために2001年秋 に広島県の民間人校長採用事例にっいて行 った現地調査の
結果を考えてみたい9。その民間人校長採用の広島県事例で教育委員会 か ら期待 された組織
変革は大き くは、民間での問題解決やアカ ウンタビ リテ ィにっいての経営手法 の移転 であ
った。それ には三っある。第一に、教員組織でのコミュニケー ション開発 を通 じて問題解
決チー ムの構築 と運用での民間企業での内部組織管理能力の移転を期待 されていた。第二
に学校 の 目玉作 りや広報活動 を通 じた地域へのマーケテ ィングやアカ ウンタビ リテ ィの能
力への期待や 、第三にこ うした変革モデルが校長会等 を通 じて県下の他学校 に普及す るこ
とへの期待 があった。だが、民間人校長 の登用 は問題点 も持 っている。まず雇用す る教育
委員会 の側 に管理サイ クル が不在 である。経営課題設定 と目標管理、業績管理 についての
明確 な枠組 みが見 られずに、普通 の公務員 の評価 と同 じである。その原因 として教育委員
会 自体 に改革 の戦略、 目標 、業績評価、イ ンセンテ ィブ政策が不在で あることがある。そ
のために、教育サー ビスの多様性や質の向上を どう作 り出すかのサイ クルが明確 になって
いない問題 点がある。
っま り、組織 の問題解決能力を どう強化するかについては、学校での取 り組み もそ うで
あるが、それ とは別 に、その全体的枠組 を どうす るか も問題で ある。つま り、学校や教師
だ けで 「自家培養で」十分 に強化 できるのか とい う疑問がある。民間人校長の事例は、外
部の機 関 ・団体 の資源や情報、人材 の利用 を行 った方が学校 の組織変革が効果 的である と
の考 えがあるだろ う。その意味では外部か らのエ ンパ ワーメン トが学校改革 にも検討 され
うるだろ う。
4.2日 本でのPPPの 可能性
教育行財政改革 の狙いは、社会ニーズに合った適正 コス トで最大の付加価値 の教育サ.__.
ビスの開発 と供給 の体制作 りで あるだ ろ う。そのた めに学校組織のメカニズムを変 える組
織変革が議論の一部 となっている。管理サイ クル を形成 して、学校 の提供す るサー ビ3や
問題解決手法の品質を評価す るだけではな く、組織的な開発能力の構築 も検討す ることも
目指 されてい る。それは 日本 も含 めておいても外部 、特 に民間企業の持つ経営資源 、情報、
ノウハ ウ、人材 を利用す る上か らのエ ンパ ワーメン トを通 じてである。ただ、そのために
は、当然 に教師の役割の再検討 も検討課題 となってきてお り、教師は学習の専門家で あり
学校経営の専門家 ではない と考 え直そ うとしている。校長な どの学校管理者 には、よ り外
部資源の積極的な利用 も含 めて組織変革型 リーダー シップの形成が検討 されている。
英国の教育分野 での行政改革 は、 この面でい くつかの有力な対照例 となるだ ろ う。PP
Pは、教育 のコス ト削減か ら質 向上へ のコンサルテ ィングへ と目標を拡大 しっっ、学校改
革の実施枠組 となっている。けれ ども、英国のPPPの 問題 として、まだ明確 な費用削減
効果が得 られていない面や教育現場の混乱の影響 もある面が ある。 こ うした点 をもう少 し
慎重 に検討 していきたい。
9これ もまた2001年11,月8～11日に東北大学大学 院教育学研究科教育行政学 コースの宮
腰英一氏代表の この科研費プ ロジェク ト・チームで実施 したものの一部で、広 島県教育委
員会や広島県黒瀬 中学校 、広島県教員組合にイ ンタビュー調査を行 った。
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